


はじめに  

全国の自殺者数は、平成１０年以降１４年連続して、年間３万人を超える状況

が続いておりました。平成２４年以降は年間３万人を下回りましたが、依然とし

て深刻な社会問題となっております。 

川崎市においても、近年は減少傾向に転じたものの、現在も毎年１５０人以上の

方が亡くなられている深刻な状況が続いております。 

平成２５年１２月に川崎市議会において、「川崎市自殺対策の推進に関する条

例」が議員提案により制定され、同条例第９条１項に基づき、平成２７年３月に

自殺対策総合推進計画を策定いたしました。 

計画に基づき、身近な地域の多様な主体と協働しながら、安心して暮らせる社

会の実現を目指して、取組を進めているところです。 

この自殺対策の推進に関する報告書は、「川崎市自殺対策の推進に関する条例」

第１１条１項に基づき、平成２８年度の自殺対策総合推進計画の進捗状況及び

目標の達成状況の評価並びに市の自殺の概要についてとりまとめたものです。

本書を御覧いただきまして、本市の自殺総合対策の現状や取組について御理解

いただければ幸いに存じます。 

国では、平成 28 年に自殺対策基本法の改正、平成 29 年には自殺総合対策大

綱の見直しが行われ、また、本市の計画を推進する中で、地域における未遂者支

援の体制の構築や自殺や精神保健に関する啓発及び周知の多層的な実施などの

新たな課題が生じており、基本法や大綱を踏まえ、更なる対策の推進に向けて、

現在第２次計画の策定を進めております。 

「自殺は多くが追い込まれた末の死」で、「その多くが防ぐことのできる社会的

な問題」です。今後も自殺に追い込まれない社会の実現を目指し、「ひとりでも

多くのいのちを守る」ために積極的に対策を進めてまいります。 

２０１７年１１月 

                         川崎市長 福田 紀彦 
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第１章 川崎市における自殺の概要 

図１ 川崎市における死因別の死亡率の推移（人口動態統計） 

川崎市における死因別の死亡率の推移では、自殺は、平成 16 年は死因の 6位

だったが、平成 27 年は 8位となっている。 

図２ 全国・神奈川県・川崎市の自殺死亡率の推移（警察統計） 

自殺死亡率は、平成 21 年以降、全国、神奈川県、川崎市とも減少傾向にある。

その中で、川崎市は最も低くなっている。 
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図３ 川崎市における自殺者数・自殺率の年次推移 

警察統計、人口動態統計とも、自殺死亡率は平成 21 年以降減少傾向にありま

す。平成 28 年の人口動態統計による自殺死亡率は 12.0、警察統計は 11.3 で、

両者とも平成 27 年から大きく減少している。 

なお、昨年の報告書において課題とされた、人口動態統計の自殺者数が警察統

計の自殺者数を上回る原因については、両者の詳細な検討の結果、「川崎市の住

民票を持っていて川崎市外で自殺する人の数」が「川崎市の住民票を持たずに川

崎市内で自殺する人の数」にくらべ大きいことなどによると考えられる。 

表１ ３年平均の自殺死亡率の推移 

出典：警察庁および厚生労働省によるデータを活用し精神保健福祉センター作成  ※自殺死亡率は人口１０万人あたりの自殺死亡者数

川崎市の人口は約 150 万人であり、単年の自殺死亡率では、偶然変動の影響

が大きくなる。このため、その年を含めた３年平均の自殺死亡率の推移を表にま

とめました。平成 21 年以降の自殺死亡率の減少は同様に確認されるとともに、

単年の大きな変動の影響は小さくなっている。 

H17-19 H18-20 H19-21 H20-22 H21-23 H22-24 H23-25 H24-26 H25-27 H26-28

人口動態統計 18.9 19.9 21.0 21.7 21.3 19.9 18.3 17.3 16.6 15.0

警察統計 17.5 19.1 20.0 20.1 19.3 18.4 17.3 16.1 15.0 13.6

    Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

人口動態 

統計 

自殺者数 238 258 267 293 317 308 284 265 243 246 239 178 

自殺死亡率 17.9 19.2 19.5 21.1 22.5 21.6 19.8 18.4 16.8 16.8 16.2 12.0 

警察統計 
自殺者数 215 237 254 285 288 267 268 249 220 216 212 168 

自殺死亡率 16.2 17.7 18.5 21.1 20.4 18.7 18.7 17.3 15.2 14.8 14.4 11.3 

出典：警察庁および厚生労働省によるデータを活用し精神保健福祉センター作成   ※自殺死亡率は人口１０万人あたりの自殺死亡者数
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表２ 年齢階級別・男女別の自殺者数の推移（警察統計） 

（１）年齢階級別自殺者数と割合（％） 

（２）男女別自殺者数と割合（％） 

年齢階級別では、それぞれの年で変動はあるものの、「４０歳未満」、「４０歳

以上６０歳未満」、「６０歳以上」がそれぞれ３分の１程度を占めます。男女比は

およそ７対３になる。 

図４ 原因・動機別の自殺者数の推移（警察統計） 

自殺の原因・動機は、不詳を除くと、最も多いのは「健康問題」で、「経済・

生活問題」、「家庭問題」などが続く。 

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

5 1.7 6 2.2 10 3.7 6 2.4 4 1.8 3 1.4 7 3.3 4 2.4

37 12.8 28 10.5 39 14.6 48 19.3 28 12.7 31 14.4 30 14.2 27 16.1

53 18.4 36 13.5 51 19.0 35 14.1 44 20.0 37 17.1 36 17.0 25 14.9

58 20.1 56 21.0 51 19.0 50 20.1 47 21.4 42 19.4 35 16.5 29 17.3

45 15.6 48 18.0 40 14.9 30 12.0 28 12.7 38 17.6 40 18.9 30 17.8

49 17.0 48 18.0 40 14.9 40 16.1 36 16.4 30 13.9 23 10.8 27 16.1

28 9.7 26 9.7 25 9.3 31 12.4 19 8.6 20 9.3 27 12.7 17 10.1

13 4.5 18 6.7 12 4.5 9 3.6 13 5.9 14 6.5 14 6.6 9 5.3

288 100.0 267 100.0 268 100.0 249 100.0 220 100.0 216 100.0 212 100.0 168 100.0

H２８H２２

40～49歳

20～29歳

70～79歳

H２４H２３ H２６

80歳以上

H２５

60～69歳

総数

50～59歳

～19歳

30～39歳

H２７H２1

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

199 69.1 180 67.4 184 68.7 177 71.1 166 75.5 134 62.0 147 69.3 119 70.8

89 30.9 87 32.6 84 31.3 72 28.9 54 24.5 82 38.0 65 30.7 49 29.2

288 100.0 267 100.0 268 100.0 249 100.0 220 100.0 216 100.0 212 100.0 168 100.0

H２8H２６

男

女

H２５H２２H２１ H２７H２３ H２４

総計



- 4 - 

図５ 年齢階級別、職業別の自殺者数（警察統計） 

すべての年齢階級で無職者の割合は高いのですが、20 歳から 59 歳では「被雇

用者・勤め人」または「自営業者」の有職者が 4割程度となっている。 

表３ 自殺未遂歴の状況（警察統計） 

自殺者のうち、自殺未遂歴のない者は６割程度、ある者は２割程度である。 

図６ 自殺者の区別年次推移 

区別の自殺者数は、平成２１年から２８年の多くの年で、川崎区が最も多い傾向

にある。年次推移では各区とも減少傾向である。 

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

54 18.8 48 18.0 54 20.1 55 22.1 53 24.1 53 24.5 53 25.0 31 18.5

165 57.3 146 54.7 153 57.1 138 55.4 132 60.0 129 59.7 128 60.4 101 60.1

69 24.0 73 27.3 61 22.8 56 22.5 35 15.9 34 15.7 31 14.6 36 21.4

288 100 267 100 268 100 249 100 220 100 216 100 212 100 168 100

H２８自殺未遂歴の
有無

H２６H２３ H２７

未遂歴あり

未遂歴なし

不詳

総計

H２１ H２２ H２４ H２５
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◆ここからは、平成２６年～２８年の警察庁自殺統計をもとに、生前居住地が

川崎市の自殺者について年齢階級別・地域別に集計したものである。 

表４ 川崎市自殺者数 

警察統計による川崎市内を発見地とする自殺者は平成２６年から28年の３年

間で５９６人です。そのうち生前居住地が川崎市内であった自殺者数は５６２

人だった。 

各年別では、平成２８年は２７年より５０人以上少なくなっている。 

表５ 年齢階級別年次推移 

年齢階級別（3 か年計）では、「30 歳未満」16.9％、「30 歳以上 65 歳未満」

59.8％、「65 歳以上」23.1％でした。自殺死亡数の減少が進む中で、「30 歳未満」

の割合が増加している。 

表６ 地域別年次推移 

地域別では、人口規模の最も大きい中部が最も多く、南部、北部と続いている。 

H26 H27 H28 3か年計

自殺者数 自殺者数 自殺者数 自殺者数

 発見地川崎市自殺者数（人） 216 212 168 596

 生前居住地川崎市自殺者数（人） 205 204 153 562

合計

件数 % 件数 % 件数 % 件数 % 件数

H26 31 15.1 126 61.5 47 22.9 1 0.5 205

H27 36 17.6 119 58.3 49 24.0 0 0.0 204

H28 28 18.3 91 59.5 34 22.2 0 0.0 153

30歳未満 30～64歳 65歳以上 年齢不詳

全市計

件数 % 件数 % 件数 % 件数

H26 79 38.5 80 39.0 46 22.4 205

H27 64 31.4 91 44.6 49 24.0 204

H28 59 38.6 67 43.8 27 17.6 153

南部（川崎区・幸区） 中部（中原区・高津区・宮前区） 北部（多摩区・麻生区）
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表７ 年齢階級別・職業別自殺者数 

「30 歳未満」では無職者が 6割以上を占めている。「30～64 歳」では無職者は

5割程度、「65 歳以上」ではほとんどが無職者である。 

表８ 地域別・職業別自殺者数 

地域別では、無職者、有職者の割合にほとんど違いはない。 

表９ 年齢階級別の原因動機別自殺者数 

原因・動機別では、「30 歳未満」では「健康問題」が最も多く、「家庭問題」

「経済・生活問題」「学校問題」と続く。「30～64 歳」では「健康問題」が最も多

く、「経済・生活問題」「家庭問題」「勤務問題」と続く。「65 歳以上」では「健康

問題」が最も多く、「家庭問題」と続く。いずれも「不詳」は 3割または 4割以

上を占めている。 

件数 % 件数 % 件数 % 件数 %

自営業者 1 1.1 15 4.5 8 6.2 0 0

被雇用者
勤め人

33 34.7 140 41.7 6 4.6 0 0

無職 60 63.2 175 52.1 116 89.2 0 0

不詳 1 1.1 6 1.8 0 0.0 1 100

計 95 100 336 100 130 100 1 100

30歳未満 30～64歳 65歳以上 年齢不詳

件数 % 件数 % 件数 %

自営業 9 4.5 7 2.9 8 6.6

被雇用者
勤め人

64 31.7 78 32.8 37 30.3

無職 124 61.4 151 63.4 76 62.3

不詳 5 2.5 2 0.8 1 0.8

計 202 100 238 100 122 100

南部（川崎区・幸区） 中部（中原区・高津区・宮前区） 北部（多摩区・麻生区）

件数 % 件数 % 件数 % 件数 %

家庭問題 13 13.7 37 11.0 13 10.0 0 0.0

健康問題 29 30.5 108 32.1 55 42.3 0 0.0

経済生活問題 12 12.6 67 19.9 9 6.9 0 0.0

勤務問題 7 7.4 37 11.0 2 1.5 0 0.0

男女問題 9 9.5 15 4.5 0 0.0 0 0.0

学校問題 10 10.5 0 0.0 0 0.0 0 0.0

その他 12 12.6 31 9.2 12 9.2 0 0.0

不詳 32 33.7 141 42.0 59 45.4 1 100.0

計 124 130.5 436 129.8 150 115.4 1 100.0

※複数回答のため自殺者総和と一致しない。%の分母は各年齢階級の自殺者総和 （回答数）

30歳未満 (n=95) 30～64歳 (n=336) 65歳以上 (n=130) 年齢不詳 (n=1)
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表１０ 地域別・動機別の自殺者数 

地域別では、いずれも「健康問題」がおよそ 3 分の 1 と最も多いものの、南

部、中部に「経済・生活問題」が、中部、北部では「勤務問題」の割合が他地域

に比べて高くなっている。いずれも「不詳」はおよそ 4割を占めている。 

表１１ 年齢階級別の原因・動機の判断材料 

原因・動機の判断材料では、遺書、自殺サイト書き込みは「30 歳未満」で最

も高く、「言動」は「30 歳～６４歳」、「65 歳以上」のほうが高くなっている。 

表１２ 地域別の原因・動機の判断材料 

地域別では、遺書のあった割合は、北部が最も高くなっている。 

件数 % 件数 % 件数 %

家庭問題 21 10.4 35 14.7 7 5.7

健康問題 65 32.2 84 35.3 43 35.2

経済・生活問題 33 16.3 35 14.7 14 11.5

勤務問題 12 5.9 24 10.1 16 13.1

男女問題 9 4.5 10 4.2 5 4.1

学校問題 1 0.5 4 1.7 5 4.1

その他 22 10.9 24 10.1 9 7.4

不詳 88 43.6 95 39.9 50 41.0

計 251 124.3 311 130.7 149 122.1

※複数回答のため自殺者総和と一致しない。%の分母は各地域の自殺者総和

南部（川崎区・幸区）
(n=202)

中部（中原区・高津区・宮前区）
(n=238)

北部（多摩区・麻生区）
(n=122)

（回答数）

件数 % 件数 % 件数 % 件数 %

遺書 43 45.3 120 35.7 42 32.3 0 0.0

自殺サイト書き込み 15 15.8 13 3.9 3 2.3 0 0.0

言動 11 11.6 67 19.9 27 20.8 0 0.0

該当なし 32 33.7 141 42.0 59 45.4 1 100.0

計 101 106.3 341 101.5 131 100.8 1 100.0

※複数回答のため自殺者総和と一致しない。%の分母は各年齢階級の自殺者総和 （回答数）

30歳未満 (n=95) 30～64歳 (n=336) 65歳以上 (n=130) 年齢不詳 (n=1)

件数 % 件数 % 件数 %

遺書 69 34.2 83 34.9 53 43.4

自殺サイト書き込み 14 6.9 11 4.6 6 4.9

言動 36 17.8 53 22.3 16 13.1

該当なし 88 43.6 95 39.9 50 41.0

計 207 102.5 242 101.7 125 102.5

※複数回答のため自殺者総和と一致しない。%の分母は各地域の自殺者総和

南部（川崎区・幸区）
(n=202)

中部（中原区・高津区・宮前区）
(n=238)

北部（多摩区・麻生区）
(n=122)

（回答数）
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表１３ 年齢階級別の自殺未遂歴 

自殺未遂歴のある割合は、「30 歳未満」で最も高く、年齢階級が高くなるにつ

れて小さくなっている。 

表１４ 地域別の自殺未遂歴 

地域別の「未遂歴あり」の割合には大きな差はなく、いずれも 4分の１程度で

ある。 

30歳未満 30～64歳 65歳以上 年齢不詳

件数 % 件数 % 件数 % 件数 %

未遂歴あり 29 30.5 88 26.2 15 11.5 0 0.0

未遂歴なし 51 53.7 193 57.4 98 75.4 0 0.0

不詳 15 15.8 55 16.4 17 13.1 1 100.0

計 95 100.0 336 100.0 130 100.0 1 100.0

件数 % 件数 % 件数 %

未遂歴あり 43 21.3 60 25.2 29 23.8

未遂歴なし 118 58.4 140 58.8 84 68.9

不詳 41 20.3 38 16.0 9 7.4

計 202 100 238 100 122 100

南部（川崎区・幸区） 中部（中原区・高津区・宮前区） 北部（多摩区・麻生区）
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◆ここからは、人口動態統計の年齢調整済み自殺死亡率の年次推移統計である。 

年齢調整死亡率とは、年齢構成の異なる地域間で死亡状況の比較ができるよう

に、集団の年齢構成の違いを調整した死亡率である（昭和６０年モデル人口を基

に補正）。年齢調整死亡率を用いることによって、年齢構成の異なる集団につい

て、年齢構成の相違の影響を調整したうえで地域比較や年次比較をすることが

可能になる。 

 人口動態統計による区別の年齢調整済み自殺死亡率では、男性では川崎区が

突出して高く、女性では区ごとの差は小さいことがわかる。 

「自殺対策のための自殺死亡の地域統計 1983-2012」 

（http://www.ncnp.go.jp/ikiru-hp/genjo/toukei/index.html）第７表をもとに作成 

※分区以前からのデータも含み、高津・宮前、多摩・麻生が合算された数でのグラフである 

図７．区別年齢調整済み自殺死亡率の推移（人口動態統計） 
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神奈川県内の３政令指定都市の二次医療圏別の比較では、男性では川崎市南部

は高いこと、女性では互いの差は小さいことがわかる。 

図８．神奈川県内３政令指定都市の二次医療圏別の年齢調整済み自殺死亡率

の推移（人口動態統計） 

「自殺対策のための自殺死亡の地域統計 1983-2012」 

（http://www.ncnp.go.jp/ikiru-hp/genjo/toukei/index.html）第６表をもとに作成 
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２ 自損事故による救急搬送事例調査（中間報告） 

自殺未遂者およびその家族にとって必要とされる具体的な支援のあり方を検

討することを目的に、帝京大学医学部附属溝口病院が主管施設となり、川崎市精

神保健福祉センターならびに川崎市内各消防署、3病院（川崎市立川崎病院、日

本医科大学武蔵小杉病院、聖マリアンナ医科大学病院）が協同で、川崎市におけ

る自損事故による救急搬送事例調査を実施した。調査の対象は、平成 29 年 1 月

1 日から同年 12 月 31 日の間に自損事故で 3 病院に救急搬送された事例である。

ここでは調査開始時から 6 月 30 日までの 205 事例（男性 76 名、女性 129 名；

平均年齢 43.4±18.4 歳）について報告する。 

年齢は 20 歳代から 40 歳代の女性が計 93 件と多く全体の約 46％を占めてい

る。男性では20歳代が17件（8.3％）と最も多く、次いで50歳代が15件（7.3％）、

70 歳代が 12 件（5.9％）であった（図９）。 

（図９  年齢階級別および性別による自損患者の特徴） 

自損手段は延べ 249 件の記載があり、向精神薬の過量服薬が 74 件（29.7％）

と最も多かったが、向精神薬以外の処方薬や市販薬も数多く認められ、それらを

統合した“処方薬・市販薬の過量服薬”による救急搬送は計 124 件と自損の手段

全体の約 51％を占めていた。他の自損手段は、縊首が 32 件（12.9％）、飛び降

りが 28 件（11.2％）、刺創・切創が 28 件（11.2％）であった（図１０）。 
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（図１０ 自損手段） 

3 病院の救急科での平均在院日数は 1.4±2.4 日で、最短が 0 日（救急外来の

み）、最長が 13日だった。救急科における転帰は、救急外来のみが 25件（12.2％）、

退院が 108 件（52.7％）、転科が 12 件（5.9％）、転院が 12 件（5.9％）、死亡が

48 件（23.4％）であった。死亡した 48 件を除いた 157 件のうち、134 件（85.4％）

の自損患者に対して精神科医師による何らかの介入が行われていた。 

精神科医師による精神科診断（ICD-10）の行われた 150 件のうち、気分障害

（うつ病や双極性感情障害など）が 39 件（26.0％）、神経症性障害（適応障害や

ストレス関連障害など）が 37 件（24.7％）、統合失調症等が 22 件（14.7％）、パ

ーソナリティ障害等が 18 件（12.0％）であった。精神科診断を男女別にみたと

ころ、女性ではパーソナリティ障害が多く、男性では精神遅滞と精神作用物質使

用による精神および行動の障害が多く認められた。 

精神科医の聴き取りによる自損行為の原因・動機（延べ 172 件）では、家族不

和などの家庭問題が 49 件（28％）、「周りに迷惑をかけている」や「生きていて

も意味がない」などのその他心理社会的問題が 32 件（19％）、病苦などの健康問

題が 32件（13％）、職場での人間関係や過重労働などの勤務問題が 21件（12％）、

生活苦や借金問題などの経済生活問題が 20 件（12％）であった。自損行為の原

因・動機を年齢階級別にみたところ、20 歳から 40 歳までの若年世代では、多様

な原因・動機が背景にあり、60 歳以上になると家庭問題、健康問題、経済生活

問題が主たる理由であった。 

 自損患者が過去 3ヶ月以内に活用した支援者・相談者（114 件）について、精

神科医師が診察内容から「いる」と判断したのは 101 件（88.6％）、「いない」と
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判断したのが 13 件（11.4％）であった。「いる」と判断された支援者・相談者の

内訳（延べ 166 件）は、両親や兄弟姉妹などの家族が 74 件（44.6％）と最も多

く、次いで、精神科や心療内科などのメンタルヘルスの専門家が59件（35.5％）、

恋人やパートナーが 12 件（7.2％）であった。 

 つなぎを行った職種（延べ 194 件）では、精神科医師と救急科医師が合わせて

166 件（85.6％）と大半を占めており、つなぎの方法（延べ 127 件）としては、

紹介状による受療促進が 80 件（63.0％）、口頭での受療促進が 29 件（22.8％）

と、精神科医療機関への受療促進が主流であった。 

 自損救急搬送事例調査の中間集計から明らかになったことは、退院時に医療

から地域に連携する体制の強化が必要ということである。このため、3次救急医

療機関と地域、他機関との連携のモデル構築を進める必要がある。 

３ 川崎市の自殺の実態からみた今後の取組 

川崎市の自殺死亡率とも減少傾向が続き、平成 28 年の人口動態統計における

自殺死亡率は 12.0、警察統計の自殺死亡率は 11.3 で、平成 27 年の 16.2、14.5

よりも大きく減少している。このような自殺死亡率の減少は、全国の傾向と一致

しているが、その減少割合は全国に比して大きくなっている。しかし、年ごとの

自殺死亡者数では偶然変動の影響が表れやすいので、３年平均の自殺死亡率の

推移も観察しながら、今後も減少が続くのか、注意深く観察していく必要がある。 

以下、平成 26 年～28 年の生前居住地が川崎市であった自殺の分析結果、自損

救急搬送事例調査などをもとに、川崎市の今後の取組の方向性について述べる。 

１）年齢階級別（3 か年計）では、「30 歳未満」16.9％、「30 歳以上 65 歳未満」

59.8％、「65 歳以上」23.1％だった。自殺死亡数の減少が進む中で、「30 歳未満」

の割合が増加していることから、「30 歳未満」の若年層の自殺対策の強化に取り

組む必要がある。「30 歳未満」の自殺者に、遺書を遺している者や自殺サイト書

き込みをしている者の割合が多いことは、自殺予防につなげるヒントになるか

もしれない。 

２）地域別では人口規模の大きい川崎市中部の自殺者数が最も多いが、区別年齢

調整済み自殺死亡率（人口動態統計）では、川崎区の自殺死亡率が持続的に高い

ことがわかる。また、地域別の原因・動機では、川崎市中部・北部において勤務

問題の割合が高くなっている。各地の実態を踏まえた取組を進める必要がある。 

３）3か年計の自殺者数 562 人のうち、351 人（62.5％）が無職者であって、年

齢階級別では「30 歳未満」17.1％、「30 歳以上 65 歳未満」49.9％、「65 歳以上」

33.0％だった。無職者の自殺に就労可能年齢層の割合が高いことから、自殺の実

態分析を行い、その成果を自殺対策に反映することが必要である。また、自営業

や被雇用者・勤め人の合計は 203 人（36.1％）を占めることから、同様に実態分
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析を行い、その成果を自殺対策に反映することが必要である。 

４）原因・動機別では、「30 歳未満」では「健康問題」が最も多く、「家庭問題」

「経済・生活問題」「学校問題」と続く。「30～64 歳」では「健康問題」が最も多

く、「経済・生活問題」「家庭問題」「勤務問題」と続く。「65 歳以上」では「健康

問題」が最も多く、「家庭問題」と続く。これらの問題に対応できる支援機関の

情報の普及を図る必要がある。また、自殺は、複数の要因が重なって起こること

が多いため、これらの原因・動機に関係した支援機関の連携を図る必要がある。

「不詳」は全体の 4割以上を占めている。より効果的な自殺対策を進めるには、

自殺の原因・動機の把握方法を検討する必要がある。 

５） 自損救急搬送事例調査の中間集計からは、退院時に医療から地域に連携す

る体制の強化が必要であることが明らかになった。3次救急医療機関と地域、他

機関との連携のモデル構築を進める必要がある。 
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第２章 川崎市における自殺対策の基本的な枠組み 

１ 川崎市における自殺対策の経緯 

全国と同様、川崎市においても平成１０年に自殺死亡率は急増した。川崎市に

おいては平成１４年の精神保健福祉センター設置以降、うつ病の相談並びに家

族セミナー等を実施し、平成１７年度には市民意識実態調査にこころの健康と

いうテーマで自殺に関する設問を設けた。 

 平成１８年度には、事前対応に関わる事業として、自殺の危険を示すサインや

危険に気づいたときの対応方法等の理解を促進することを目的に、市民を対象

とする「こころの健康セミナー」を開始した。 

 平成１９年度には、自殺総合対策の推進を図る体制整備として、様々な分野の

関係機関・団体による多角的な検討を行うことを目的に、司法・医療・福祉・民

間・行政関係機関等から構成される「かながわ自殺対策会議」を神奈川県内３県

市共同※１により設置し、首都圏内８都県市共同※２による自殺対策キャンペーン

連絡調整会議を設置した。なお、平成２２年に政令指定都市に移行した相模原市

が加わり、それぞれ神奈川県内４県市共同、首都圏内９都県市共同となった。ま

た、庁内の自殺総合対策に係る関係課等の密接な連携と協力を図るため、川崎市

総合自殺対策庁内連絡会議を設置した。その他に、事後対応に関わる事業として、

神奈川県と合同で自死遺族の相談支援を目的とする自死遺族の集いを開始した。 

 平成２０年度には、自殺総合対策の推進を図るため、川崎市の自殺に関する統

計分析を多角的に行い、各区の自殺の現状の把握や原因を究明し、自殺総合対策

の基礎資料を作成することを目的とする川崎市自殺対策統計分析の業務委託を

開始した。また、事前対応に関わる事業として、うつ病について診断や治療技術

の向上を図り、うつ病の早期発見・早期治療につなぐことを目的に、身体科医師

を対象とする「かかりつけ医うつ病対応力向上研修委託事業」を開始したほか、

自殺問題の知識や自殺念慮者、自死遺族への支援に関する理解の促進を目的に、

市内相談関係機関の従事者を対象とする自殺対策相談支援基礎研修を開始した。

さらに、自殺総合対策の推進を図る体制整備として、自殺対策に係る普及啓発に

関する情報の共有並びに協議、連携することを目的とするかながわ自殺対策会

議普及啓発部会を神奈川県・横浜市と共同で設置した。 

 平成２１年度には、事前対応に関わる事業として、自殺予防の取り組みを周知

することを目的とする自殺予防街頭キャンペーンを「かながわ自殺対策会議」の

普及啓発活動の一環として開始し、支援の実際を学び、自殺関連相談技術を向上

させることを目的に、市内相談関係機関の従事者を対象とする自殺対策相談支

援技術研修を開始した。また、危機介入に関わる事業として、川崎区をモデル地
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区とし、高齢者を対象としたうつ病のスクリーニングや民生委員等を対象とし

た普及啓発事業を開始した。さらに、事後対応に関わる事業として、孤立しがち

な自死遺族の相談を受け、適切な支援につなげることを目的とする川崎市自死

遺族ホットラインを設置し、平成１９年度から神奈川県と合同で開催していた

自死遺族の集いを川崎市単独の開催とした。また、これらの事業を効率的に進め

るため、精神保健福祉センターに専任の自殺予防対策担当を設置した。 

 平成２２年度には、事前対応に関わる事業として、自殺関連相談技術の向上や

ゲートキーパー※３という役割への理解の促進を目的に、保健、医療、福祉等機関

の従事者を対象とする自殺予防セミナーの実施や、自殺予防の考え方を中心と

した自殺対策に関する知識等の普及啓発を目的とする市内学校の教職員を主な

対象とする自殺対策に関する学校出前講座を開始した。また、危機介入に関わる

事業として、自殺未遂者への適切な対応が自殺企図防止に有効となるため、今後

の効果的な自殺未遂者対策の推進及び自殺未遂者対策を行う上での基礎資料の

作成を目的とする川崎市における自殺企図患者・自傷行為患者に関する対応事

業を開始した。 

 平成２３年度には、川崎市自殺対策推進キャラクター「うさっぴー」が誕生し、

普及啓発資材を作成するなど、自殺対策に係る普及啓発活動を進めた。 

 このように平成１９年度に庁内外との連携のための３つの会議体を設置して

以降、平成２３年度までに自殺総合対策を推進する事業を主に他県市との協調

や委託により整備した。 

 平成２５年度には、健康福祉委員会から発議の提案がなされたことをきっか

けに、条例を制定し、平成２６年４月に施行した。 

 また、それぞれの地域の実情に応じた対策を講じていく必要性の高まりから、

平成２０年度より設置していた神奈川県内４県市共同のかながわ自殺対策会議

の普及啓発部会を解消し、各県市に地域部会を設置した。 

 平成２６年度には、条例を踏まえ、平成２０年度より設置していた川崎市総合

自殺対策庁内連絡会議を廃止し、新たに庁内体制として川崎市自殺対策総合推

進会議を設置した。 

 また、条例に基づき、川崎市自殺対策総合推進会議を中心に、川崎市自殺対策

総合推進計画（以下「計画」という。）を平成２７年３月に策定した。 

 平成２７年度には、この計画に基づき、川崎市自殺対策総合推進会議に加えて、

川崎市地域自殺総合対策推進連絡会議と川崎市自殺対策評価委員会を設置し、

現在の推進体制となった。（Ｐ１６図９参照） 

 これにより、庁内外の関係機関・団体に対する「自殺対策とは特別な取組を必

要としているわけではなく、人々が抱える困難な状況を解決するために、地域で

の助け合い等も含めた様々な取組で構成される総合的な対策である」という認
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識の周知・理解がより進んだ。 

 また、平成２７年度には、評価委員会委員の協力を得て、帝京大学医学部附属

溝口病院への委託事業と連携して実施している自殺及び防止対策の実態把握の

一つとして、川崎市消防局の協力のもと、1年間に救急搬送を実施した事例の実

態調査である「自損事故による救急搬送と救急受診等の実態調査」を行い、報告

書を取りまとめた。 

平成２８年度には、条例及び計画に示された課題の中で未着手であった自殺

未遂者に対する支援に対応するため、前年度に実施した実態調査の結果をもと

に、自損救急搬送データと 3 次救急を担う 3 病院の医療記録のレコードリンケ

ージによる分析を行う自損救急搬送事例調査を開始した。（第 1章２参照） 

さらに、自損事故救急搬送事例調査を進める一方で、川崎市中部地区の医療機

関及び行政機関の関係者に有識者を交えて、自殺未遂した本人及び家族への地

域における支援のあり方や支援体制の構築に関する意見交換会を開始した。 

 また、地域包括ケアシステムに関係する行政・団体職員等を対象に地域包括ケ

アシステムの中で自殺対策の一層の推進を図ることを目的とし、「地域包括ケア

システムにおける自殺対策研修」を開始した。 

 そして、これらの取組と自殺対策評価委員会等での検討結果を踏まえ、川崎市

自殺対策総合推進計画の改定作業に着手した。 

 このように、川崎市の自殺の実態を踏まえ、自殺対策の推進に取り組んでおり、

今後も計画に基づき、必要な施策を講じていく。 

※１ 神奈川県・横浜市・川崎市 

※２ 東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県・横浜市・川崎市・さいたま市・千葉市 

※３ 悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守り、

自殺につながりそうなことにストップをかける「命の門番」となる人のこと 
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・自損救急搬送事例調査を開始
・川崎市中部地区における自殺未遂した本人及び家族への地域における支援のあり方や支援体制の構築に関する意見交換会を開始
・地域包括ケアシステムにおける自殺対策研修を開始

平28

・かながわ自殺対策会議普及啓発部会を設置
・川崎市医師会へかかりつけ医うつ病対応力向上研修会の委託を開始
・自殺対策相談支援基礎研修を開始
・帝京大学医学部付属溝口病院への統計分析業務委託を開始

平23

平24

・神奈川県と合同で自死遺族の集いの開催を開始
・神奈川県・横浜市と共同でかながわ自殺対策会議を設置

・八都県市(※)共同で八都県市自殺対策キャンペーン連絡調整会議を設置
・川崎市総合自殺対策庁内連絡会議を設置

平20

平19

平21

・川崎市フロンターレ市政記念試合にうさっぴー登場

・自殺予防街頭キャンペーンを開始
・自殺対策相談支援技術研修を開始
・川崎区モデル地区とした事業を川崎市地域自殺対策ハイリスク者への対応事業委託事業として開始
・川崎市自死遺族ホットラインを設置
・自死遺族の集いの開催を市単独での開催に変更
・精神保健福祉センターに専任の自殺予防対策担当を設置

年 取組

平18

平14
・精神保健福祉センター設置
・うつ病の相談並びに家族セミナーの開催を開始

・第1回こころの健康セミナーを開催

・市民意識実態調査(現市民アンケート)を実施平17

※東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県・横浜市・川崎市・さいたま市・千葉市

平27

・自殺対策に関する学校出前講座を開始
・帝京大学医学部附属溝口病院への委託事業の一環として、従事者支援向けの自殺予防セミナーを開始
・帝京大学医学部付属溝口病院への未遂者支援事業委託を開始

平22

平25

・川崎市総合自殺対策庁内連絡会議を廃止し、川崎市自殺対策総合推進会議を設置
・自殺対策総合推進計画策定

・川崎市地域自殺総合対策推進連絡会議設置
・自殺対策評価委員会設置
・自損事故による救急搬送と救急受診等の実態調査を実施

・かながわ自殺対策会議普及啓発部会を解消
・川崎市自殺対策の推進に関する条例を制定

平26

・川崎市自殺対策キャラクターうさっぴー誕生

表９ 川崎市における自殺対策の経緯
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２ 自殺対策総合推進計画の推進体制

川崎市においては、健康福祉局障害保健福祉部精神保健課と精神保健福祉セ

ンターが事務局となって、川崎市自殺対策総合推進会議、川崎市地域自殺総合対

策推進絡会議、川崎市自殺対策評価委員会という３つの会議体を運営、連携させ

ることで自殺対策を推進している。（Ｐ１６図９参照） 

 川崎市自殺対策総合推進会議は、平成２６年度４月に設置され、副市長が議長

を務め、１７名の関係部局の局長・区長で構成されており、自殺対策を推進する

ために必要な計画及び施策の策定、自殺対策に関する情報交換及び調査、分析や

庁内の関係課等による自殺対策に係る調整又は連携に関すること等を所管し、

自殺総合対策の円滑な推進を図っている。この会議には課長級の幹事会を設け

ている。 

 川崎市地域自殺総合対策推進絡会議は、平成２７年度４月に設置され、自殺予

防に関わる学識者や、司法、医療、労働、経済、福祉、教育といった１５の関係

機関や民間団体、行政機関で構成されており、自殺対策に係る総合計画や関係機

関等の情報交換、自殺対策に関する連絡調整、自殺対策事業に関する調査、研究

及び情報交換に関することを所管し、自殺総合対策の円滑な推進を図っている。 

 川崎市自殺対策評価委員会は、平成２７年度４月に設置され、学識経験者３名、

医師１名、市職員１名の計５名で構成されており、計画の進捗状況及び目標の達

成状況の評価並びに自殺対策に係る重要事項について調査・審議している。 



- 20 - 

学識経験者と、医療、保健

福祉などの各分野の

委員により構成 

民間団体
行政機関

川川崎崎市市地地域域自自殺殺総総合合対対策策推推進進連連絡絡会会議議

自自殺殺予予防防にに関関わわるる法法曹曹・・医医療療等等関関係係機機関関、、民民間間団団体体等等がが自自殺殺予予防防にに関関わわるる共共

通通認認識識をを持持ちち、、連連携携内内容容をを確確認認検検討討しし、、事事業業実実施施ににおおけけるる実実務務担担当当者者間間のの連連携携

促促進進ををめめざざししまますす。。

川川崎崎市市自自殺殺対対策策総総合合推推進進会会議議（（庁庁内内体体制制））

●●各各部部署署ににおおけけるる実実施施体体制制をを整整備備ししまますす。。

●●地地域域にに応応じじたた自自殺殺対対策策をを総総合合的的、、多多角角的的にに推推

進進ししてていいききまますす。。

川崎市自殺総合対策評

価委員会 

自殺対策（事業、施策）の

評価を行います。 

市民
｢自らに関係する問題｣ 

副市長を議長とした関係局・区長
会議、課長級の幹事会を設置。
 必要に応じて部会を設置。

健康福祉局精神保健課・精神保健福祉センターが、事務局として対策を推進
していきます。 

学識

医療関係機関法曹関係

教育関係機関経済・労働関係団体

福祉関係機関
警察

図１１ 推進体制

川崎市自殺対策評価委

員会 

自殺対策総合推進計画

の進捗状況及び目標の達

成状況についての評価を

行います。 

川崎市自殺対策総合推進会議（庁内体

制） 

●各部署における実施体制を整備します。 

●地域に応じた自殺対策を総合的、多角的

に推進していきます。

川崎市地域自殺総合対策推進連絡会議

自殺予防に関わる法曹・医療等関係機関、民間団体等が自殺予防に関

わる共通認識を持ち、連携内容を検討確認し、事業実施における実務担

当者間の連携促進をめざします。

健康福祉局精神保健課・精神保健福祉センターが、事務局として対策を 

推進していきます。 
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３ 自殺対策総合推進計画の概要

 計画は、国の自殺対策基本法及び自殺総合対策大綱を参考に、自殺を個人的な

問題のみではなく社会全体で取り組む問題としてとらえ、市民一人ひとりが自

らと無関係ではない事として意識すること、また、身近な地域の多様な主体と協

働し、安心して暮らせるまちづくりと自殺に追い込まれない社会の実現をめざ

して、平成２７年３月に策定した。 

計画では、「身近な地域の多様な主体と協働し、安心して暮らせるまちづくり

と自殺に追い込まれない社会の実現を目指す」という基本理念、「ひとりでも多

くのいのちを守る」という計画の目標を実現するために、 

方針１「自殺の実情を知る」 

方針２「自殺防止のためにつながる」 

方針３「自殺防止のために支える」 

という３つの基本方針を掲げている。 

 また、条例第９条第１項に規定された 

(１)自殺の防止等に関する調査研究の推進並びに情報の収集、整理、分析及び

提供 

(２)自殺の防止等に関する市民の理解の増進 

(３)自殺の防止等に関する人材の確保、養成及び資質の向上 

(４)職域、学校、地域等における市民の心の健康の保持に関する体制の整備 

(５)自殺の発生を回避するための相談その他の適切な対処を行う体制の整備

及び充実 

(６)民間団体の行う自殺の防止等に関する活動に対する支援 

(７)自殺防止に向けた早期かつ適切な医療を提供するための体制の整備 

(８)自殺未遂者に対する支援 

(９)自殺者及び自殺未遂者の親族に対する支援 

という９つの事項に関して必要な取組を進めることとしている。 

 自殺対策の数値目標については、平成２９年の自殺者数を、平成２５年の人口

動態統計における自殺者数２４３人（自殺率１６．８）より減少させるよう、自

殺者減少傾向を維持することを目指すとしている。 

 また、計画の期間は、平成２９年度までの目標達成に向けて、平成２７年度か

らの３年間としている。 
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４ 自殺総合対策を推進するうえでの基本的認識

 自殺はある日突然に起こるわけではなく、無意識のうちに自殺に追い込まれ

てしまうプロセス（自殺プロセス）があり、その途中の段階で、悩みの解決や、

困難な状況に至る前の助け合いや相互扶助関係、自分自身を大切にできる自己

肯定感の醸成までを含めた、総合的対策が必要であるとの考え方を基本に置い

ている。（図１０参照） 

また、自殺対策を進めるにあたっては、自殺プロセスの考え方にのっとり、検

討すべき領域、段階、対象者のライフステージごとに検討を進めることとしてい

る。 

検討すべき領域としては、生活している地域の中での「周囲の人々による支援

領域」と、医学的治療を含む「専門的支援領域」の２つを考慮し、具体的に介入

していく段階を「事前対応」、「危機介入」、「事後対応」の３つの段階にとらえ、

ライフステージを「小児期」、「思春期」、「成人期」、「高齢期」に大別し、対策を

進めている。 

 図１２ 自殺プロセス図

作成：帝京大学医学部附属溝口病院 

精神神経科教授 張 賢徳 
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５ 地域包括ケアシステム推進ビジョンにおける自殺対策の推進について 

 川崎市では、平成２７年３月に「川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン」

（以下「推進ビジョン」という。）を策定し、高齢者をはじめ、障害者や子ども・

子育て世帯などに加え、現時点で他者からの支援を必要としない方々を含めた

「全ての地域住民」を対象として、「地域包括ケアシステム」の構築を推進する

こととしている。 

 また、推進ビジョンにおいては、「川崎らしい都市型の地域包括ケアシステム

の構築による誰もが住み慣れた地域や自ら望む場で安心して暮らし続けること

ができる地域の実現」という基本理念を掲げ、これを達成するための基本的な視

点等を設定している。 

川崎市自殺対策総合推進計画では、この推進ビジョンを上位概念として、「身

近な地域の多様な主体と協働し、安心して暮らせるまちづくりと自殺に追い込

まれない社会の実現を目指す」という基本理念を掲げている。この基本理念を達

成するため、「自殺や精神疾患に関する啓発、地域や各組織における互助意識の

醸成による、相談への抵抗軽減と孤立の防止」、「支援者間、および組織の連携強

化による相談のアクセシビリティ向上と支援の包括的提供」により、市民が安心

して生活し、その結果として、自殺者数および自殺死亡率が減少することを目指

すとしている。 

また計画は、自殺対策基本法及び自殺総合対策大綱を踏まえ、推進ビジョンの

概念に同調し、「かわさきノーマライゼーションプラン」をはじめとする計画と

連携を図り、また本市の新たな総合計画策定において整合性を図ることとして

いる。 

このように、計画における取組の進捗が、自殺者の減少のみならず、「地域包

括ケアシステム」の構築につながるよう進めている。 
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第３章 平成２８年の自殺対策の実施状況 

１ ３つの会議体の開催状況 

(１) 川崎市自殺対策総合推進会議 

 平成２８年度は、第１回を平成２８年１１月に開催し、平成２７年度川崎市自

殺対策の推進に関する報告書案の確認及び来年度実施予定の計画改定に関する

スケジュールについて報告を行った。 

第２回は平成２９年３月に開催し、平成２７年度「川崎市自殺対策の推進に関

する報告書」の公表に関する報告や川崎市地域自殺総合対策推進連絡会議及び

川崎市自殺対策評価委員会の開催状況、来年度実施予定の計画改定に関する主

な方向性や論点、評価委員会からの意見について確認を行った。 

また、各局の自殺対策に係る具体的な取組について共有化する時間を設け、救

急搬送事例調査について消防局、病院局、健康福祉局からそれぞれ報告、共有化

した。  

(２) 川崎市地域自殺総合対策推進連絡会議 

平成２８年度は、第１回を平成２８年８月に開催した。前年度の会議にて、そ

れぞれの団体でどのような自殺対策ができ、どのような連携ができるのかを共

有したことから、前回会議以後の進捗を確認し、いくつかの団体より自殺対策に

関連する取組の状況について紹介した。 

 また、川崎いのちの電話の事業や自損事故救急搬送事例調査について説明し、

事業への協力等の可能性について意見交換を行った。 

 最後に各団体の活動内容について相互理解を深めることを目的に、川崎市の

自殺総合対策を推進するうえで基本に置くこととしている自殺プロセス図を用

いて意見交換を行った。 

 続いて、第２回を平成２９年２月に開催し、平成２７年度「川崎市自殺対策の

推進に関する報告書」及び来年度実施予定の計画改定に関するスケジュールに

ついて報告した。 

 次に川崎市と参加団体である川崎いのちの電話、商工会議所それぞれと共催

で行うセミナーについて紹介し、参加・協力を依頼した。 

 最後に第 1 回会議に引き続き自殺プロセス図を用いて、他分野との連携やメ

ンタルヘルスの問題に対応する際の課題等について意見交換を行い、これまで

の意見交換で出た意見等を参考に川崎市独自の新たな自殺プロセス図を作成す

ることとした。 
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(３) 川崎市自殺対策評価委員会 

平成２８年度より開催回数を 1回から２回に変更した。 

第 1 回目は平成２８年８月に開催し、平成２７年度「川崎市自殺対策の推進

に関する報告書案」について説明し、主に自殺対策総合推進計画の進捗状況及び

目標の達成状況の評価等について意見を諮った。 

また、各評価委員の協力も得ながら進めている自殺及び防止対策の実態把握

に関する３つの研究について、進捗等の共有を行った。 

なお、各研究の昨年度の進捗状況だが、 

自殺既遂の分析については、厚生労働省より受領した人口動態調査票を用い

て分析を始めた。 

自損事故による救急搬送事例調査については、自損救急搬送データと 3次救

急を担う 3 病院の医療記録のレコードリンケージによる分析を行う自損救

急搬送事例調査や川崎市中部地区における自殺未遂した本人及び家族への

地域における支援のあり方や支援体制の構築に関する意見交換会を開始し

た。 

地域自殺総合対策推進連絡会議の活動促進のための方法の検討については、

アンケートを実施し、今後の会議の進め方の検討に活用した。 

２ 条例第９条第１項に規定された９つの事項ごとの実施状況について 

（取組の所管等詳細については、Ｐ３３以降参照） 

方針１ 自殺の実情を知る 

(１) 自殺の防止等に関する調査研究の推進並びに情報の収集、整理、分析及

び提供 

○自殺の防止等に関する情報の分析として、神奈川県警察署本部より提供され

た自殺統計及び厚生労働省の人口動態調査のうち、死亡要因が自殺によるも

のについて、基本集計を行った。（取組１） 

○人口動態調査を用いた自殺と福祉サービス等の利用状況との関連の分析につ

いての検討や自損事故による救急搬送と救急受診等の実態調査を行った。（取

組１） 

○自殺の防止等に関する情報の提供として、神奈川県警察署本部より提供され

た自殺統計の基本集計などの報道への提供や精神保健福祉センターのホーム

ページへの掲載を行った。ホームページには自殺についての基本的認識や相

談に関する案内も掲載した。（取組２） 

○川崎市自殺対策総合推進計画には、自殺の防止等に関する情報の収集として、

かわさき市民アンケートにおける調査の実施を挙げていることから、こころ
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の健康や自殺についての調査項目を組み込むための調査票（案）を作成した。

（取組３） 

○自殺未遂者ならびにその家族をより効果的に支援するための基礎資料とする

ことを目的とする「川崎市における自損事故による救急搬送事例調査」の実施に

向けて準備を行い、平成２９年１月１日から調査を開始した。（取組４）

(２) 自殺の防止等に関する市民の理解の増進

○普及啓発事業として、メンタルヘルスや自殺についての正しい理解、様々な相

談窓口の情報を届けることを目的に、啓発物の配布等を行った。また、地域の

コミュニティスペースとして、高齢者を対象に開催されている「まちのえんが

わ」にて、こころの健康講座を行った。（取組６、９） 

○自殺対策強化月間に合わせて、「こころの健康」をテーマにラジオ放送を実施

するなど普及啓発の取組を実施した。（取組７）

○産業保健分野への普及啓発事業として、冊子「かわさき労働情報」に、こころ

の健康に関する記事、及び相談窓口等の案内を掲載し、こころの健康障害など

に起因する自殺を未然に防ぐための啓発を行った。（取組８） 

○子どもの自尊感情や豊かな人間関係を育むため、各学校においてかわさき共

生＊共育プログラムを実施するとともに、学校の取組を支援する研修会等を

行った。（取組５） 

方針２ 自殺防止のためにつながる

(３) 自殺の防止等に関する人材の確保、養成及び資質の向上 

○児童・思春期の支援に関する事例検討や全ての地域住民を対象とした地域包

括ケアシステムの構築と地域リハビリテーションセンターの整備を踏まえ、

川崎市における自殺対策の一層の推進を図ることを目的とした研修、医療・保

健・福祉等機関従事者を対象とした「自殺予防セミナー」において、希死念慮

や自殺関連行動に関するグループワークを行った。加えて、自損事故による救

急搬送と救急受診等の実態調査等の結果を通して、消防本部、救急救命医療機

関と、自殺未遂者支援について意見交換を行い、その内容を研修に反映した。

また、ゲートキーパー養成講座のうち、保健・医療・福祉・教育関係職員対象

等の研修会については、未遂者支援、自殺再企図防止の視点も盛り込んだ。（取

組１３、１６、１８、２５） 

○川崎市内の小中高等学校の教職員に向けたメンタルヘルス、自殺予防に関す

る講座や新任課長研修・障害者支援に関係する部署の新任職員向け研修にお

けるメンタルヘルス・自殺予防に関する講義、様々な立場の人を対象に、それ

ぞれの立場でできるゲートキーパーの役割等に関する講座を行った。（取組１
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４、１５、１７） 

○自殺未遂をした本人および家族に対する支援の在り方や対処方法の検討や支

援体制の構築に関する関係団体や有識者を交えての意見交換会や高齢者の支

援に関する事例検討会、４県市協調でかかりつけ医等医師を対象に、早い段階

でうつ病等の精神的疾患に気づき、治療につなぐための研修を行った。（２１、

２２） 

○自殺総合対策推進センターの主催する研修への職員の派遣、日本うつ病セン

ターが実施した平成２８年度自殺防止事業「ワンストップ支援のための情報

プラットホームづくり」への協力、事後対応に係る支援者向け手引きの作成に

向けた個別検討や関係団体との情報交換会を行い、その意見を参考にリーフ

レットの改定を行った。（取組１９、２４） 

○母子保健に携わる職員のスキルアップを図るための研修や保護者との相談の

中で、精神疾患や精神的不調の端緒をつかみ、対応する方法や遺児へのケアに

ついて学ぶための研修を行った。（取組１０、２３） 

○人権尊重教育をすべての教育活動の基盤として位置づけ、児童生徒の豊かな

心を育むことができる教員の養成を目的に、様々なライフステージに応じた

研修における人権尊重教育に係る講演や、各校の人権尊重教育推進担当者を

対象にした講演を行った。（取組１１） 

○児童生徒の心の健康問題に対処するため、養護教諭等が行う健康相談に対す

る精神科医等による援助や相談事例に基づいた医学的な情報提供や研修会を

行った。（取組１２） 

○神奈川県私立中学校協会では、協会加盟校の教職員を対象にいじめ等防止に

関する研修会を行った。（取組２６） 

○地域のがん診療に関わる医師・医療従事者向けに身体症状を緩和するための

スキル習得やがん患者とその家族の心のケアのための研修会やがん体験者に

よる講演を行った。（取組２０） 

(４) 職域、学校、地域等における市民の心の健康の保持に関する体制の整備

○市内公立学校の児童・生徒に対する自殺予防を目的とした出前講座や、商工会

議所との共催による職場の安心・安全セミナー、アルコール問題に悩む家族の

ためのセミナー、うつ病治療中の患者の家族にうつ病の基礎知識や療養中の

対応方法を学んでもらう「うつ病家族セミナー」を行った。（取組２７、３０、

３２、３５） 

○アルコール関連問題に関する支援者からの相談への対応やこころの健康や病

気の悩みに関する市民を対象とした匿名電話相談、社会的ひきこもりの状態

にある人やその家族が抱える精神保健的課題について支援を行った。（取組３
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２、３３、３４） 

○神奈川メンタルヘルス会議における情報共有、アルコール依存症・健康飲酒に

ついての基礎知識を掲載したリーフレット、相談窓口を案内する相談カード

の作成、配布を行った。（取組３０、３２） 

○各区役所において、社会福祉職・保健師による精神保健福祉に関する相談事業

や精神科嘱託医による精神保健相談クリニックを行った。（取組４１） 

○各区役所において、こころの健康づくりやこころの健康に影響する身体の健

康保持について、主に市民を対象とした講座を行った。（取組２９） 

○高齢者が要支援・要介護状態になることを予防するとともに、要介護状態にな

った場合においても可能な限り、地域において自立した日常生活を営むこと

ができるよう支援することを目的に一般介護予防事業を行った。（取組３６）  

○介護予防・生きがいづくりの観点から、各区役所と協力して、外出機会の確保、

地域との交流等に支援を必要とする要援護高齢者で、要介護認定を受けてい

ない方を対象としたデイサービスの提供や老人いこいの家での事業を行った。

（取組３７、３８） 

○平成１７年４月に川崎市職員メンタルヘルス対策基本方針を定め、平成２６

年４月からは川崎市職員メンタルヘルス対策推進計画に基づき、心の健康増

進・予防対策（１次予防対策）として、快適な職場環境づくりとして安全衛生

委員会等での取組や広報誌「れいんぼう」等によるセルフケアの普及啓発、セ

ルフケアハンドブック等の作成・配布・ホームページへの掲載、その他セルフ

ケアに関する研修を行った。また、早期発見・早期対応・療養支援（２次予防

対策）として、管理監督者研修、管理監督者のためのメンタルヘルス対策の手

引の作成と周知、相談体制の充実、適切な療養支援の取組を強化した。さらに

復職支援・再発予防（３次予防対策）を職場・関係部署等と連携して取り組ん

だ。（取組２８） 

○がん患者とその家族の日常の悩みや不安の相談の場としてがんサロンの開催、

生活や経済面に対する不安等の相談の場として面接や電話によるがん相談を

行った。（取組３１） 

○区・教育担当のもとにスクールソーシャルワーカーを配置し、課題を抱える児

童生徒の支援を行った。（取組３９） 

○市立中学校には全校配置、市立小学校、特別支援学校は要請に応じて、高等学

校へは週１回程度、学校巡回カウンセラーを派遣し、児童生徒、保護者、教職

員に対する相談やアセスメント、コンサルテーションを行った。（取組４０） 

○学校こころの緊急支援事業については、専門医を学校に派遣する「心の健康相

談支援事業」と重複するため、平成２７年度にはこれらを統合した。（取組４

２） 
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○神奈川産業保健総合支援センターでは、メンタルヘルスに関する各種研修や

小規模事業場へのメンタルヘルス対策実施支援、地域産業保健センターにお

ける相談を行った。（取組４３） 

(５) 自殺の発生を回避するための相談その他の適切な対処を行う体制の整

備及び充実

○川崎市における自殺対策を包括的に進めることを目的に、様々な関係機関や

民間団体、行政機関と協議、検討を行う川崎市地域自殺総合対策推進連絡会議

を開催した。（取組６２） 

○失業を中心に、住まい、債務、こころの病気など生活困窮者の複合的な課題に

対応するため、だいＪＯＢセンター（生活自立・仕事相談センター）において、

相談面接とともにハローワーク、行政窓口や病院等の関係機関への同行を行

うなど、寄り添い型の相談支援を行った。（取組５５）  

○協力事業者と行政機関、関係機関等で見守りネットワークの構築に取り組み、

事業活動の中で、異変や支援を必要としている方を発見した場合に相互連携

を図った。（取組５８） 

○市内９箇所の福祉事務所において、面接相談員を配置して生活相談に応じ、相

談者個々の相談内容に即した助言を行った。（取組５６） 

○各区役所において、認知症等により要介護となった人の家族を対象とした介

護教室の開催や家族からの相談への対応を行った。（取組５９）  

○各区役所において、市職員及び市民相談員が相談の総合案内や日常生活での

困り事等の相談に応じる市民相談や、弁護士、司法書士、専門相談員等が専門

知識の必要な相談に応じる特別相談を行った。（取組４９） 

○悩みを抱える女性の総合相談として、電話、面接による相談や弁護士による法

律相談を行った。また、前年度試行実施していた男性のための電話相談を４月

より常設化した。（取組５１） 

○各児童相談所や各区役所の保健福祉センター、各支所の健康福祉ステーショ

ンにおいて、０歳から１８歳までの子どもに関する悩みや困難について、保護

者や子どもへの相談を行った。また、児童と青少年の養護・障害・非行・人間

関係・社会生活などに関する悩み事や困り事の電話相談を行った。（取組４４、

４７） 

○若年無業者等の職業的自立に向けて、国事業である「かわさき若者サポートス

テーション事業」と連携し、本市独自の事業を併せて総合的な支援を行う「コ

ネクションズかわさき」や川崎市就業支援室「キャリアサポートかわさき」に

おいて、就職に関する総合相談窓口を開設し、個別相談など就労を支援する取

組を行った。（取組４８、５３） 
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○消費生活全般に関する苦情や問合せといった消費者からの相談の受付や弁護

士・生活支援相談員・就労専門の支援員・市職員による多重債務者特別相談会

を行った。（取組５２） 

○経済状況の急激な変化に直面し経営の安定に支障を生じている中小企業に対

するセーフティネット保証（中小企業信用保険法）の申請受付及び認定や中小

企業の経営、融資等に関する相談、支援を行った。（取組５４） 

○鉄道駅舎におけるプラットホームからの転落や走行中の列車との接触事故を

防ぎ、障害者や高齢者等の移動の円滑化及び鉄道利用者の安全を確保するこ

とを目的に、条件を満たす駅舎へのホームドア等の設置費用の一部に対する

補助制度を設けている。（取組５７） 

○匿名のこども専用の電話相談やインターネット上の問題に関する電話・メー

ル相談を実施した。また、市立学校の全児童生徒への電話相談窓口カードの配

布やインターネット上でのトラブル防止のための取組として、学校裏サイト、

掲示板等の常時監視を行った。（取組４５、４６） 

○相談の窓口となり、教室をはじめ校内を巡回するなどして、課題を早期に発見

し、支援を行うことで課題の改善を図る「児童支援コーディネーター」専任化

を進めた。（取組６０） 

○子どもの権利の侵害や男女平等にかかわる人権の侵害に関する相談及び救済

の申立てに対する対応を行った。また、子ども教室の実施や市内の小・中・高

等学校の全児童生徒への相談カードの配布、高校生対象の人権学習の実施等

の広報・啓発を行った。（取組５０） 

○社会福祉法人川崎いのちの電話においては、電話相談事業として毎月１０日

のフリーダイヤル事業や２４時間の電話相談を行った。（取組６１） 

(６) 民間団体の行う自殺の防止等に関する活動に対する支援

○神奈川県内の自殺対策を多角的に検討し、総合的な対策として推進していく

ため、様々な関係機関や、民間団体、行政機関により構成される「かながわ自

殺対策会議」を４県市協同で運営した。（取組６３） 

○川崎いのちの電話と共催で市民を対象に、こころの健康や精神疾患、自殺予防

に関する「こころの健康セミナー」を行った。（取組６４） 

○電話相談事業を行う社会福祉法人川崎いのちの電話に対して、その活動及び

相談員ボランティアの資質の向上を図るため補助や活動の周知等のために行

うチャリティイベントや相談員募集講座、定期刊行物の広報協力を行った。

（取組６５） 
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方針３ 自殺防止のために支える

(７) 自殺防止に向けた早期かつ適切な医療を提供するための体制の整備

○４県市協調でかかりつけ医等身体科医師を対象に、早い段階でうつ病等の精

神的疾患に気づき、早期の段階で治療につなぐための研修を行った。（取組６

６・取組２２再掲） 

○精神科救急患者の円滑な医療及び保護を図るため、精神保健福祉法に基づく

診察の実施、精神科救急医療施設の紹介及び確保について、４県市協調による

２４時間３６５日の体制で取り組んだ。（取組６８） 

○各区役所において、社会福祉職・保健師による精神保健福祉に関する相談事業

や月に数回だが精神科嘱託医による精神保健相談クリニックを行った。（取組

６７・取組４１再掲） 

○自殺未遂者も含む市内全救急事案に対して、２７隊の救急隊で迅速かつ適正

な救急搬送体制で対応した。（取組６９） 

(８) 自殺未遂者に対する支援

○各区役所において、社会福祉職・保健師による精神保健福祉に関する相談事業

や月に数回だが精神科嘱託医による精神保健相談クリニックを行った。（取組

７０・取組４１再掲） 

○精神科救急患者の円滑な医療及び保護を図るため、精神保健福祉法に基づく

診察の実施、精神科救急医療施設の紹介及び確保について、４県市協調による

２４時間３６５日の体制で取り組んだ。（取組７１・取組６８再掲） 

○救急搬送の現場や、救急搬送を受け入れた医療機関で活用できる自殺未遂者

及び家族に渡すリーフレットの必要性について検討を行った。（取組７３） 

○各区役所の精神福祉相談において、自殺未遂者やその家族への支援を行った。

また、「川崎市における自損事故救急搬送事例調査」の実施を通して消防本部

や各消防署、三次救急医療機関等との連携を深めた。加えて、自殺企図による

救急搬送事例の検討を行うことにより、自殺未遂者や家族の地域支援を行う

上での課題や地域連携支援モデルの構築について意見交換を行った。（取組７

４） 

○各児童相談所において、０歳から１８歳までの子どもに関する悩みや困難に

関する保護者や子どもへの相談を行った。また、学校や家庭で自殺企図があっ

た児童について、保護者、学校や教育委員会との連携の下、再企図の防止を図

った。（取組７２） 
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(９) 自殺者及び自殺未遂者の親族に対する支援

○大切な人を自死で亡くされた方に、安心して体験を語ることのできる場を提

供することを目的とする自死遺族の集いの開催や自死遺族の集いを定期的に

開催している。自殺により遺された人等が安心して話ができ、必要な情報を得

る機会を提供し、遺族の孤立を防止することを目的に自死遺族電話相談「ほっ

とライン」を実施した。（取組７９、８０） 

○川崎市職員を対象に遺族支援のリーフレット等を準備するとともに、自殺予

防の啓発やポスター掲示を行った。（取組７８） 

○各区役所において。弁護士による法律相談全般の相談に応じた。（取組７ 

７） 

○各児童相談所において、０歳から１８歳までの子どもに関する悩みや困難に

関する保護者や子どもへの相談を行っており、その中で遺児に関する相談も

受けている。また、施設入所や、里親委託となった児童については、施設の指

導員や心理士、里親と、児童心理司が連携して児童の心理的ケアを行う体制を

とっている。（取組７６） 

○スクールカウンセラーや学校巡回カウンセラーを派遣し、遺児やその親族等

への心のケアの実施や必要に応じてスクールソーシャルワーカーを活用して

関係機関と連携した支援を行った。（取組７６） 

○学校こころの緊急支援事業については、専門医を学校に派遣する「心の健康相

談支援事業」に統合した事業とした。（取組７５・取組４２再掲） 
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第４章 目標の達成状況と評価 

１ 自殺対策総合推進計画の定量的目標について

計画では、平成２９年の自殺者数を、平成２５年の厚生労働省の人口動態統計

における自殺者数２４３人（自殺率１６．８）より減少させるよう、自殺者減少

傾向を維持することを目指すとしている。 

本市の自殺者数は平成１０年の自殺者激増後は減少傾向にあった。しかし、平

成１７年を下げ止まりとして反転し、平成２１年まで上昇の傾向が見られてい

たが、平成２２年からは減少傾向であった。 

 こうした経過を勘案し、平成２２年からの減少傾向を維持することが最も重

要なことと考え、平成２６年の条例施行の前年にあたる平成２５年の自殺者数

２４３人より平成２９年の自殺者数を減少させることを目標としている。 

２ 定量的目標の達成状況と評価について

人口動態統計概数によると、平成２８年の自殺者数は１７８人※１（自殺率１

２．０※２）となっており、減少傾向を維持している。 

 今後も減少傾向を維持し、自殺者を一人でも少なくすることを目指して、「ひ

とりでも多くのいのちを守る」ために総合的な対策を推進する。 

 なお、（改定後の計画の目標について簡単に触れる） 

※１「平成２８年人口動態統計（概数）の概況」による。 

※２「平成２８年人口動態統計月報年計（概数）の結果」による。 

３ 自殺対策の定性的な評価について

計画に定められている目標は定量的な目標のみであり、定性的な目標は定め

られていないが、「ひとりでも多くのいのちを守る」という考え方に基づき対策

を進めることとしており、評価委員会においては定性的な評価も行った。 

自殺対策においては、自殺に関連する要因が複雑であることを踏まえ、人々が

抱える困難な状況を解決するために、地域での助け合い等も含めた総合的な対

策が推進される必要がある。 

この点は、本報告書の第３章及び参考資料に記載のとおり、精神保健福祉セン

ターを中心に、庁内各局そして庁外の関係機関・団体の多岐にわたる取組を実施

していることからも明らかなように、前年度からも引続き総合的な対策の推進

が図られている。 

また、平成２７年度に対策を進める中で浮かび上がった５つの課題等への対

応を図ってきた。 
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<平成２７年度に対策を進める中で浮かび上がった５つの課題> 

・会議体の相互連携 

・自殺防止に関する調査研究 

・自殺防止に関する人材の確保、養成、資質の向上 

・自殺未遂者支援 

・「地域包括ケアシステム」の構築との連携 

自殺対策のために設置している３つの会議体相互間の連携強化については、

各会議体の取組に関する情報共有を進めるとともに、地域自殺総合対策推進連

絡会議の活動促進に向けた取組を実施し、その内容を参加者で共有した。 

自殺防止等に関する調査研究については、自殺既遂の分析を進めるとともに、

第 1 章２に記載したとおり、自損事故による救急搬送事例調査の実施準備を進

め、平成２９年１月からは調査を開始した。 

自殺防止等に関する人材の確保、養成及び資質の向上については、地域包括ケ

アシステムに関係する行政・団体職員等を対象に地域包括ケアシステムの中で

自殺対策の一層の推進を図ることを目的とした「地域包括ケアシステムにおけ

る自殺対策研修」を開始した。また、職域との連携を目的とした商工会議所と共

催のセミナーを開催した。 

自殺未遂者への支援については、川崎市中部地区の医療機関及び行政機関の

関係者に有識者を交えて、自殺未遂した本人及び家族への地域における支援の

あり方や支援体制の構築に関する意見交換会を開始した。 

なお、第２章の５「地域包括ケアシステム推進ビジョンにおける自殺対策の推

進について」に記載しているとおり、計画における取組の進捗が、自殺者の減少

のみならず、「地域包括ケアシステム」の構築につながるよう進める必要がある。 

その他、自殺・精神保健の問題へのスティグマ（他者や社会による差別や不利

益）が、支援につながる大きな妨げとなることから、各種の計画や事業の中に、

自殺予防、精神保健の問題がテーマとして含まれるように働きかけを行った。 

自殺で亡くなった人のほとんどが精神保健の問題を抱えていることが明らか

になっていることを踏まえ、精神科医療体制の確保の取組を進めるとともに、地

域における継続支援のため、精神保健福祉センターと障害者センターの連携強

化に取り組んだ。 
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参考 
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１ 計画の取組項目の２８年度における実施状況について



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　区役所実施の取組

方針 番号 取組名称 所管課名　 区（※） ページ数

1 自殺対策に関する調査研究

2 自殺関連情報の提供

3 かわさき市民アンケートの定期的な実施

4 自殺未遂者実態把握

5 「いのち、こころの教育」の推進 教育委員会事務局企画課 41

6 自殺予防に関する普及啓発事業 健康福祉局精神保健福祉センター 42

7 かわさき健康づくり２１関連事業 健康福祉局健康増進課 ○

8 産業保健分野への普及啓発 経済労働局労働雇用部

9 モデル地区における普及啓発 健康福祉局精神保健福祉センター ○

10 母子保健事業 こども未来局こども保健福祉課

11 教職員の資質向上 教育委員会事務局総合教育センター 45

12 教職員向け心の健康相談支援事業 教育委員会事務局健康教育課 46

13 児童・思春期事例検討会の開催

14 学校出前講座（教職員対象）の実施

15 市職員の人材育成

16 自殺対策相談支援研修

17 ゲートキーパー講習の実施 ○

18 関係機関との連携のための事例検討会の実施

19 地域における自殺対策の連携に向けた人材育成 50

20 緩和ケア研修会の開催 井田病院地域医療部がん相談支援センター 51

21 モデル地区における支援者の育成 ○

22 かかりつけ医うつ病対応力向上研修

23 遺児支援者向け研修 こども未来局児童家庭支援・虐待対策室

24 事後対応に係る支援者向け手引きの作成

25 自殺未遂者支援についての研修

26 教職員向け研修の開催 神奈川県私立中学高等学校協会

27 学校出前講座の実施（児童・生徒対象） 健康福祉局精神保健福祉センター 55

28 川崎市職員メンタルヘルス対策 総務企画局職員厚生課 56

29 かわさき健康づくり２１関連事業（再掲） 健康福祉局健康増進課 ○

30 地域・職域連携推進事業 健康福祉局精神保健福祉センター

31 がん患者やその家族への支援の取組 井田病院地域医療部がん相談支援センター 58

32 アルコール関連問題への対策 ○ 59

33 こころの電話相談

34 社会的ひきこもり相談

35 うつ病家族セミナー

36 介護予防関連事業

37 いこい元気広場事業 ○

38 高齢者ふれあい型デイサービス事業 健康福祉局高齢者在宅サービス課 ○

39 スクールソーシャルワーカーの配置 教育委員会事務局教育改革推進担当 ○

40 スクールカウンセラーの配置 教育委員会事務局総合教育センター

41 各区精神保健相談 健康福祉局精神保健課 ○

42 学校こころの緊急支援事業 教育委員会事務局健康教育課

43 中小企業における産業保健活動への支援 神奈川産業保健総合支援センター

44 子ども・子育て支援 こども未来局児童家庭支援・虐待対策室 ○

45 子ども専用・子供ＳＯＳ電話相談

46 インターネット問題相談

47 児童・青少年電話相談 こども未来局児童家庭支援・虐待対策室 67

方針１
自殺の実情を知る

39

40

健康福祉局精神保健福祉センター

43

44

48

49

63

65

方針２
自殺防止のため
につながる

健康福祉局精神保健福祉センター 52

53

健康福祉局精神保健福祉センター

54

47

健康福祉局精神保健福祉センター

教育委員会事務局総合教育センター 66

57

健康福祉局精神保健福祉センター 60

61

健康福祉局地域包括ケア推進室

62

64
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方針 番号 取組名称 所管課名　 区（※） ページ数

48 コネクションズかわさき 経済労働局労働雇用部 67

49 市民相談の実施 市民文化局市民活動推進課

50 人権オンブズパーソンによる相談等の実施 市民オンブズマン事務局人権オンブズパーソン担当

51 男女共同参画センターにおける総合相談 市民文化局人権・男女共同参画室 69

52 多重債務を含む消費生活相談 経済労働局消費者行政センター

53 キャリアサポートかわさき 経済労働局労働雇用部

54 中小企業の融資相談 経済労働局金融課

55 生活困窮者への支援

56 生活保護制度による支援 ○

57 ホームドア等の設置支援 まちづくり局交通政策室

58 地域見守りネットワーク事業
健康福祉局高齢者在宅サービス課

健康福祉局地域福祉課
○

59 介護者への支援 健康福祉局地域包括ケア推進室 ○

60 児童支援コーディネーターの専任化の推進 教育委員会事務局指導課

61 自殺予防いのちの電話 健康福祉局精神保健課

62 自殺予防に関わる機関、民間団体等による連携の場の設置

63 かながわ自殺対策会議の設置

64 市民向け講演会の共催

65 川崎いのちの電話運営補助 健康福祉局精神保健課

66 かかりつけ医うつ病対応力向上研修（再掲） 健康福祉局精神保健福祉センター

67 各区精神保健相談（再掲） 健康福祉局精神保健課 ○

68 精神科医療体制の整備 健康福祉局精神保健福祉センター

69 自殺未遂者の救急搬送 消防局警防部救急課

70 各区精神保健相談（再掲） 健康福祉局精神保健課 ○

71 精神科医療体制の整備（再掲） 健康福祉局精神保健福祉センター

72 自殺企図児童に対する支援 こども未来局児童家庭支援・虐待対策室

73 自殺未遂者・家族等へのリーフレットの配布

74 自殺未遂者及びその家族への支援 ○

75 学校こころの緊急支援事業（再掲） 教育委員会事務局健康教育課

76 教育委員会事務局企画課 ○

76 こども未来局児童家庭支援・虐待対策室 ○

77 自死遺族に対する市民法律相談 市民文化局市民活動推進課

78 自死遺族支援リーフレット等の配布 総務企画局職員厚生課

79 自死遺族の集いの開催 健康福祉局精神保健福祉センター

80 自死遺族電話相談「ほっとライン」の実施 健康福祉局精神保健福祉センター

75

76

方針３
自殺防止のために

支える

健康福祉局精神保健福祉センター

遺児支援における連携

方針２
自殺防止のため
につながる

健康福祉局精神保健福祉センター

68

健康福祉局生活保護・自立支援室

70

71

72

73

74

82

83

84

77

78

79

80

81
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２ 本報告書に対する川崎市自殺対策評価委員会からの意見 

本報告書は、条例第１１条１項に基づき、計画の進捗状況及び目標の達成状況の評価及び市

の自殺の概要についてとりまとめ、議会に提出するとともに、公表することを目的に作成した。 

本報告書を作成するにあたり、平成２９年８月７日に開催した川崎市自殺対策評価委員会よ

り、条例第１１条２項に基づいて、以下の意見が出された。 

（１）昨年度と比べ、取組の記載が充実しており、総合的な対策を推進できている。取組が前

進している点が読み手に端的に伝わるように記載すべき 

（２）川崎市自殺対策総合推進計画の進捗状況及び目標の達成状況の評価について、定性的な

評価のみでなく、目標についても記載すべき 

（３）現計画の目標及びその達成状況に関する記載のみならず、次期計画の目標の見直しにつ

いても記載すべき 

なお、第 1章の表４から表１４、第１章の図 7及び図８は、それぞれ評価委員会委員の井原

氏、山内氏の提供によるものである。深く感謝申し上げたい。 

「川崎市自殺対策の推進に関する条例」抜粋 

（自殺対策総合推進計画の策定等） 

第９条 市長は、市の状況に応じた自殺対策を総合的に推進するための計画（以下「自殺対策

総合推進計画」という）を定め、及びこれに基づき次に掲げる事項に関し必要な施策を講じる

ものとする。 

～中略～ 

２ 自殺対策総合推進計画においては、自殺に関する市の状況を勘案し、自殺対策の関する定

量的な目標を定めるものとする。 

（評価及び報告書の作成等） 

第１１条 市長は、毎年度、自殺対策総合推進計画の進捗状況及び第９条第２項の目標の達成

状況について評価を行い、その結果及び市における自殺の概要に関する報告書を作成し、これ

を議会に提出するとともに、公表するものとする。 

２ 市長は、前項の評価を行おうとするときは、川崎市自殺対策評価委員会の意見を聴くもの

とする。 
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資料 



川崎市自殺対策の推進に関する条例 

平成２５年１２月２４日条例第７５号 

人の命は、何ものにも代え難い。しかし、自ら命を絶つ人が川崎市でも跡を絶たない。 

自殺に至る背景には、個人的な要因だけではなく、社会的な要因もあり、それらが複合的に重

なっていることから、その対策も個々の自殺発生の危機への対応だけではなく、誰もが健康で生

きがいをもって暮らすことのできる社会の構築まで一貫したものでなければならない。 

そのため、川崎市においても、自殺を個人の問題としてのみではなく、社会全体で取り組む問

題として捉えていく必要があり、市民一人ひとりが自殺を自らと決して無関係ではない問題とし

て意識し、自殺対策に関心と理解を深めていくことが重要となっている。 

ここに、川崎市は、自殺対策を推進して、自殺の防止及び自殺者の親族等に対する支援の充実

を図るとともに、誰もが自殺に追い込まれない社会の実現に向けて、市民その他関係者と共に取

り組んでいくため、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、自殺対策に関し、基本理念を定め、市の責務、市民の役割等を明らかにす

るとともに、自殺対策の基本となる事項を定めることにより、自殺の防止等に対する市民の意

識の高揚を図りつつ、市の状況に応じた自殺対策を総合的に推進し、もって市民が互いに支え

合い、健康で生きがいを持って暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とす

る。 

（基本理念） 

第２条 自殺対策は、次の基本理念にのっとり、その推進が図られなければならない。 

(１)自殺が個人的な問題としてのみ捉えられるべきものではなく、その背景に様々な社会的な要 

因があり、その多くを防ぐことができる問題であることを踏まえて、社会的な取組とすること。 

(２)自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有するものであることを踏まえ、単に精神保健的観 

点からのみならず、自殺の実態に即したものとすること。 

（３）自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自殺が発生した後又は自殺が未遂に終わっ

た後の事後対応の各段階に応じた効果的な施策とすること。 

（４）市及び関係機関等（国、他の地方公共団体、医療機関、事業主、学校、自殺の防止等に関

する活動を行う民間の団体その他の自殺対策に関係する者をいう。以下同じ。）相互の密接な

連携の下に行われるものとすること。 

（市の責務） 

第３条 市は、前条の基本理念にのっとり、関係機関等と連携しつつ、自殺に関する現状を把握

し、市の状況に応じた施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施するものとする。 

２ 市は、前項の規定による関係機関等との連携、現状の把握並びに施策の策定及び実施に当た

っては、これらの行為が各区又は地域の実情に応じたものとなるよう配慮するものとする。 

３ 市は、一定期間に発生した自殺の原因、方法、件数等から判断して急を要すると認めるとき

は、速やかに必要な対応を行うものとする。 

（事業主の責務） 

第４条 事業主は、自殺対策において重要な役割を果たし得ることを認識し、自殺及びその背景
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にある心の健康の問題その他の問題に対する正しい理解を深めるよう努めるものとする。 

２ 事業主は、市及び他の関係機関等と連携して、その雇用する労働者の心の健康の保持を図る

ため必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（保健医療サービス等を提供する者の責務） 

第５条 保健医療サービス、福祉サービス等（以下「保健医療サービス等」という。）を提供す

る者は、自殺対策に直接関係すること又は寄与し得ることを認識し、自殺及びその背景にある

心の健康の問題その他の問題に対する正しい理解を深めるよう努めるものとする。 

２ 保健医療サービス等を提供する者は、市及び他の関係機関等と連携して、保健医療サービス

等の利用者に係る自殺の防止等に資するよう、適切な措置を講ずることに努めるものとする。 

（学校等の責務） 

第６条 学校その他これに類する教育機関（以下「学校等」という。）は、自殺対策において重

要な役割を果たし得ることを認識し、自殺及びその背景にある心の健康の問題、いじめその他

の問題に対する正しい理解を深めるよう努めるものとする。 

２ 学校等は、市、他の関係機関等、児童、生徒等の保護者等と連携して、児童、生徒等が心身

ともに健康な生活を営むことができるよう、前項の問題に関する支援その他の適切な措置を講

ずることに努めるものとする。 

（市民の役割） 

第７条 市民は、自殺が自己に関係のある問題となり得ること及び自殺の防止等に資する行為を

自らが行い得ることを認識し、自殺及びその背景にある問題に対する正しい理解を深めるとと

もに、それぞれが自殺対策に関し適切な役割を果たすよう努めるものとする。 

（財政上の措置等） 

第８条 市は、この条例の目的を達成するため、必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう

努めるものとする。 

（自殺対策総合推進計画の策定等） 

第９条 市長は、市の状況に応じた自殺対策を総合的に推進するための計画（以下「自殺対策総

合推進計画」という。）を定め、及びこれに基づき次に掲げる事項に関し必要な施策を講ずる

ものとする。 

（１）自殺の防止等に関する調査研究の推進並びに情報の収集、整理、分析及び提供 

（２）自殺の防止等に関する市民の理解の増進 

（３）自殺の防止等に関する人材の確保、養成及び資質の向上 

（４）職域、学校、地域等における市民の心の健康の保持に係る体制の整備 

（５）自殺の防止に向けた早期かつ適切な医療を提供するための体制の整備 

（６）自殺の発生を回避するための相談その他の適切な対処を行う体制の整備及び充実 

（７）自殺未遂者に対する支援 

（８）自殺者及び自殺未遂者の親族等に対する支援 

（９）民間団体の行う自殺の防止等に関する活動に対する支援 

２ 自殺対策総合推進計画においては、自殺に関する市の状況を勘案し、自殺対策に関する定量

的な目標を定めるものとする。 
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（留意事項） 

第１０条 市長は、自殺対策総合推進計画の策定及びこれに基づく施策の実施に当たっては、次

に掲げる事項に留意するものとする。 

（１）各区又は地域の実情に配慮すること。 

（２）次に掲げる役割を業務の性質上担うことが可能であると認められる職業の団体に対し、心

の健康又は自殺の防止に関する知識の普及に資する情報提供その他の必要な支援が行われる

ようにすること。 

ア 自殺及び自殺に関連する事象に関する正しい知識を普及する役割 

イ 自殺の兆候に気付いて、当該兆候を示した者に話しかけ、又は話を聞き、必要に応じて専

門的な機関、団体等から相談、助言等が受けられるよう支援し、又は当該兆候を示した者を

見守る役割 

（３）市民がそれぞれ自己の親族、知人その他の関係者の異変に気付いた場合に、前号イに掲げ

る役割を担って適切に行動することができるよう、必要とされる基礎的な知識の普及が図られ

るようにすること。 

（評価及び報告書の作成等） 

第１１条 市長は、毎年度、自殺対策総合推進計画の進捗状況及び第９条第２項の目標の達成状

況について評価を行い、その結果及び市における自殺の概要に関する報告書を作成し、これを

議会に提出するとともに、公表するものとする。 

２ 市長は、前項の評価を行おうとするときは、川崎市自殺対策評価委員会の意見を聴くものと

する。 

（自殺対策評価委員会） 

第１２条 前条第２項に定めるもののほか、自殺対策に係る重要事項について調査審議するため、

川崎市自殺対策評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、委員５人以内をもって組織する。 

３ 委員は、学識経験者、医師及び市職員のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

４ 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員は、再任されることができる。 

６ 前各項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

（連携のための仕組みの整備） 

第１３条 市長は、 自殺対策を総合的かつ円滑に推進することができるよう、市及び関係機関

等が相互に密接な連携を図るための仕組みを整備することに努めるものとする。 

附 則 

この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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川崎市地域自殺総合対策推進連絡会議運営要綱

（趣旨）

第１条 川崎市自殺対策の推進に関する条例（平成 25年条例第 75号）に基づき、自殺対策に
係る関係機関の密接な連携と協力により、本市における自殺総合対策を円滑に進めるため、

川崎市地域自殺総合対策推進連絡会議（以下「会議」という。）の運営に関し、必要な事項を

定めるものとする。

（所掌事項）

第２条 会議は次に掲げる事項を所掌する。

（１）自殺対策に係る総合推進計画に関すること。

（２）自殺対策に係る関係機関等の情報交換に関すること。

（３）自殺対策に関する連絡調整に関すること。

（４）自殺対策事業に関する調査、研究及び情報収集に関すること。

（５）その他自殺対策の推進に必要な事項に関すること。

（構成）

第３条 第１条の趣旨に則り、神奈川県下における４県市による「かながわ自殺対策会議」及

び行政による「川崎市自殺対策総合推進会議」との連携を図る。

２ 会議は、原則として、別表に掲げる学識経験者、機関及び団体において選出した者（以下

「委員」という。）で構成するものとする。

（会議）

第４条 会議は、精神保健課長が招集する。

２ 会議には、必要に応じて、委員以外の関係者を出席させることができる。

（部会）

第５条 第２条に定める事項の調査及び検討を行うため、会議は必要に応じて部会を設けるこ

とができる。

２ 部会は、部会に係る事項に関連する委員及び委員以外の者（以下「部会員」という。）をも

って構成する。

３ 部会の会議については、前条の規定を準用する。

（庶務）

第６条 会議の庶務は、健康福祉局障害保健福祉部精神保健課及び精神保健福祉センターにお

いて処理する。

（その他）

第７条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会議（部会に関する

事項にあっては、部会）で定める。

附 則

この要綱は、平成 27年４月１日から施行する。
附 則

この要綱は、平成 28年４月１日から施行する。
附 則

この要綱は、平成 29年４月１日から施行する。
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別表（第３条関係）

区 分 機 関 ・ 団 体 名

学識経験者 精神保健福祉関係

司法関係
神奈川県弁護士会

神奈川県司法書士会

医療関係 川崎市医師会

経済・労働関係

川崎商工会議所

日本労働組合総連合会神奈川県連合会

地域産業保健センター

福祉・教育等関係

川崎市社会福祉協議会

川崎市私立中学高等学校長協会

川崎市立中学校長会

民間団体
川崎いのちの電話

全国自死遺族総合支援センター

警察関係 神奈川県警察本部

行政

川崎市健康福祉局障害保健福祉部

川崎市教育委員会事務局学校教育部

川崎市区役所保健福祉センター
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川崎市自殺対策総合推進会議設置要綱

（目的）

第１条 自殺対策に係る庁内の関係課等の密接な連携と協力により、本市における自殺総合対

策を円滑に進めるため、川崎市自殺対策総合推進会議（以下「推進会議」という。）を設置す

る。

（所掌事項）

第２条 推進会議は、前条の目的を達成するため、次の事項について協議、検討する。

（１）自殺対策を推進するために必要な計画及び施策の策定に関すること。

（２）自殺対策に関する情報交換及び調査、分析に関すること。

（３）庁内の関係課等が実施し、又は実施しようとする自殺対策に係る調整又は連携に関する

こと。

（４）庁内の関係課等による自殺対策の共同実施に関すること。

（５）その他自殺総合対策の推進に関し、必要な事項

（組織及び構成）

第３条 推進会議は議長及び委員をもって構成する。

２ 議長は、健康福祉局を所管する副市長とする。

３ 委員の構成は、別表１のとおりとする。

４ 議長に事故があるとき、又は欠けたときは、予め議長が指定する者がその職務を代理する。

（会議）

第４条 推進会議は、議長が招集する。

２ 委員は、代理人を出席させることができる。

３ 推進会議には、必要に応じて、関係者を出席させることができる。

（幹事会）

第５条 推進会議の所管事務を円滑に行うため、幹事会を置く。

２ 幹事会は、座長及び幹事をもって組織する。

３ 座長は、健康福祉局障害保健福祉部長とする。

４ 幹事の構成は別表２のとおりとする。

５ 座長に事故があるとき、又は欠けたときは、予め座長が指定する者がその職務を代理する。

６ 幹事会の会議については、前条の規定を準用する。この場合において、「議長」とあるのは

「座長」、「委員」とあるのは「幹事」と読み替えるものとする。

（専門部会）

第６条 第２条に定める事項の調査及び検討を行うため、会議に専門部会を置くことができる。

２ 専門部会は、調査の必要な事項に応じて置くものとし、部会長及び部会員をもって組織す

る。

３ 部会長は、議長が指名した者をもって充てる。
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４ 部会員は、部会長の指名した者をもって充てる。

５ 専門部会の会議については、第４条の規定を準用する。この場合において、「議長」とある

のは「部会長」、「委員」とあるのは「部会員」と読み替えるものとする。

（庶務）

第７条 推進会議、幹事会及び専門部会の庶務は、健康福祉局障害保健福祉部精神保健課及び

精神保健福祉センターにおいて処理する。

（その他）

第８条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は議長が定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

（関係要綱の廃止）

２ 川崎市自殺総合対策庁内連絡会議設置要綱（平成１９年１０月３１日施行）は、廃止する。

附 則

（施行期日）

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

別表１（推進会議） 

1 総務企画局 総務企画局長 

2 財政局 財政局長 

3 市民文化局 市民文化局長 

4 こども未来局 こども未来局長 

5 経済労働局 経済労働局長 

6 川崎区役所 川崎区長 

7 幸区役所 幸区長 

8 中原区役所 中原区長 

9 高津区役所 高津区長 

10 宮前区役所 宮前区長 

11 多摩区役所 多摩区長 

12 麻生区役所 麻生区長 

13 病院局 病院局長 

14 消防局 消防局長 

15 教育委員会 教育次長 

16 健康福祉局 健康福祉局長 
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別表２（幹事会） 

1 総務企画局 行政改革マネジメント推進室担当課長 

2 総務企画局 都市政策部企画調整課長 

3 財政局 財政部財政課長 

4 市民文化局 市民生活部企画課長 

5 こども未来局 総務部企画課長 

6 経済労働局 産業政策部庶務課長 

7 川崎区役所 保健福祉センター高齢・障害課長 

8 幸区役所 保健福祉センター高齢・障害課長 

9 中原区役所 保健福祉センター高齢・障害課長 

10 高津区役所 保健福祉センター高齢・障害課長 

11 宮前区役所 保健福祉センター高齢・障害課長 

12 多摩区役所 保健福祉センター高齢・障害課長 

13 麻生区役所 保健福祉センター高齢・障害課長 

14 病院局 経営企画室経営企画担当課長 

15 消防局 警防部救急課長 

16 教育委員会 総務部企画課長 

17 健康福祉局 総務部企画課長 
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　　平成29年度 川崎市自殺対策評価委員会　委員名簿

分 野 機　関　・　団　体　名 職　　名 氏　　名

東京慈恵会医科大学
環境保健医学
講座助教

山内　貴史

(公財)東京都医学総合研究所
精神保健看護研究室

主席研究員 中西　三春

日本社会事業大学 准教授 贄川　信幸

医師 東邦大学 医学部講師 井原　一成

市職員 健康福祉局 医務監 坂元　昇

学識
経験者
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川崎市自殺対策の推進に関する報告書 

（平成２８年度版） 

川崎市健康福祉局障害保健福祉部精神保健課 

〒２１０－８５７７ 川崎市川崎区宮本町１番地 

電話：０４４－２００－２４３０ 

FAX ：０４４－２００－３９３２ 

e-mail：40seisin@city.kawasaki.jp

川崎市自殺対策推進キャラクター

「うさっぴー」です


